
■申込・売買手順  

 

1 譲受申込  

各物件により、随時公募期間が異なりますのでご注意ください。 

必要書類（随時公募（先着順）申込説明書 4(1)参照） 
 ・財産譲受申込書(公有財産管理規則第 11 号様式) 
 ・見積書(第 1 号様式) 
 ・利用計画書(第 2 号様式) 
 ・個人の場合：申込者の住民票の写し(世帯全員のものも可) 
 ・法人の場合：登記事項証明書(現在事項全部証明書) 
 ・身分証明書(本籍のある市区町村の発行する身分証明書。法人・外国人は不要。) 
 ・誓約書(第 3 号様式) 
 ・市税の納付又は納入状況照会に関する同意書(第 4 号様式) 
 

2 売払決定通知の受領  

浜松市が事前に定めた予定価格（最低売払価格）以上の額をもって最も早く

申込を行った方を、譲受者として決定。（随時公募（先着順）申込説明書 6
参照） 

 ＊必要書類に不備がある場合、申込額が予定価格に達していない場合は譲り

受けできません。 
 

3 売買契約手続き 

(1)売買契約締結：上記 2 売払決定通知受領から原則 7 日以内  

 ・随時公募（先着順）申込説明書 7 参照 
 ・契約書は、市の所定の様式による。 
 ・売買金額に応じた収入印紙が必要。 
 ・契約保証金として、売買代金（消費税額を含む。）の 100 分の 10 以上の納

付が必要（契約と同時に一括決済も可能）。 

(2)代金決済：上記(1)売買契約締結から 30 日以内  

 ・随時公募（先着順）申込説明書 8 参照 
 ・一括決済の場合は、上記(1)契約締結日と同日。 

(3)所有権移転登記申請：上記(2)代金決済後  

 ・随時公募（先着順）申込説明書 9 参照 
 ・登録免許税（収入印紙）を市に提出、市が所有権移転登記を申請 

(4)登記完了書類の受領：上記(3)登記申請後約 3 週間  

 
 



（公有財産管理規則第 11 号様式） 

 

令和  年  月  日 

  浜松市 

  浜松市長  中野 祐介   

 

 

住所・所在地 

申込人 

氏名・名称                

                   （署名又は記名・押印をしてください） 

                   （電話）  

 

財 産 譲 受 申 込 書 
 

次のとおり財産を譲り受けたいので申し込みます。 

 

１ 土地の所在 
 
 
 
２ 地目及び地積 
 
 
 
３ 使用目的 
 
 
 
４ その他 
 



（第 1 号様式） 

見積書 
 

令和  年  月  日 
 
（あて先）浜松市 

浜松市長 中野 祐介 
 
 

住所又所在地 
（見積者） 

氏名又は名称         ㊞ 
 

市有財産の随時公募方式による売払い申込みにあたり、次のとおり見積いたします。 
 
１．物件 

土地（建物）の所在 地目及び地積（構造及び面積） 

  

 
２．見積金額 

拾億 億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 円 

          
 

 
 

注）・金額は 1 枠ごとに算用数字で記入し、金額の頭に￥をつけること。 
 
 
 
 
 
 
 
 



（第 2 号様式） 

利 用 計 画 書 

令和  年  月  日 
浜松市 

 浜松市長 
住  所 

（所在地） 
 

氏  名 
（会社名及び代表者名）  

 
次のとおり利用計画書を提出します。 

利

用

計

画 

 
  

建

物

概

要 

建築面積          ㎡ 建物着工予定日  

延床面積          ㎡ 建物完了予定日  

構  造  建 築 費 円 

資

金

計

画 

自己資金内容   

借入れ計画   

備 
 
考 

 
  

     
注）申込時の利用計画で結構です。 
注）建物建築予定がないときは「建物概要」欄は空欄で結構です。 



（第 3 号様式） 

誓  約  書 
 

令和  年  月  日 

 浜松市 
浜松市長 

 
私もしくは当法人及び当法人役員等は、浜松市暴力団排除条例第 2 条に規定する以下のすべて

に該当しないことを誓約します。 

① 暴力団であること 

② 暴力団員等であること 

③ 暴力団員等と密接な関係を有する者であること 

④ 上記②③のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれら

に準じるべき者、支配人及び清算人をいう。）となっている法人その他の団体であること 
 
 上記の者でないことを確認するため、浜松市が必要な場合には、本様式に記載されたすべての

者の個人情報を、静岡県警察本部又は管轄警察署に照会することについて同意します。 
 
1 申込者（個人の場合）  氏名                       

（署名又は記名押印をしてください） 
（ふりがな） 

氏名 
生年月日 
（和暦） 性別 住所 

    
 

2 申込者（法人の場合）  法人名 
              代表者氏名                   

（署名又は記名押印をしてください） 
 申込時点の役員 

役職名 
（ふりがな） 

氏名 
生年月日 
（和暦） 性別 住所 

代表者 
    

     

     

     

     

     

     

 ※役員とは、無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべき者、支配

人及び清算人をいいます。 

 ※役員を全て記載してください。上記に書ききれないときは、別紙に記載しても構いません。 

  

  



（第 4 号様式） 

令和   年   月   日 
 
 
 浜松市 
浜松市長 

 
 

提出済み書類の記載内容に係る誓約書 
 
 
申込日前 2 年以内に浜松市に対して提出した下記の証明書等について、記載内容

が、全て現在の事実と相違ないことを誓約します。 

 上記について事実と相違があった場合は、契約保証金は浜松市に帰属することに

ついて同意します。 
 

記 
 
□ 住民票の写し 
 
□ 法人登記事項証明書 
 
□ 身分証明書（本籍地のある役所・役場の発行する身分証明書） 
 
※ 該当する書類の□に「レ」点を記入 

以上 
 
 （参加者）   住 所・所在地                
 
         氏 名・名 称                   
        （法人名・代表者名）             

 
（署名又は記名押印をしてください） 

 

＊過去 2 年間に書類をアセットマネジメント推

進課に提出したことがある方 



 
（別紙 1） 

市有財産売買契約書（案） 
 
 
 
 売払人 浜松市 と買受人  ＊＊＊＊ は、次のとおり市有財産の売買契約を締結する。 
 
 
（信義・誠実の義務） 

第１条 売払人及び買受人は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。 
 
（売買物件） 

第２条 売買物件は別紙「物件明細書」のとおりとする。 
２ 買受人は、本売買物件につき、別紙「特記事項」の事情が存在することを了承した上で

買い受けるものとする。 
 
（売買代金の額） 

第３条 売買代金は、金＊＊万＊＊円とする。 

 
（契約保証金） 

第４条 買受人は、この契約を締結しようとするときは、契約保証金（地方自治法施行令第

１６７条の１６第１項）として、金＊＊万＊＊円を売払人に納付しなければならない。 
２ 第１項の契約保証金は、第１９条に規定する損害賠償額の予定又はその一部と解釈しな

い。 
３ 第１項の契約保証金には利息を付さない。 
４ 売払人は、買受人が次条に規定する債務を履行したときは、第１項の契約保証金を売買

代金に充当するものとする。 
５ 売払人は、買受人が次条に規定する債務を履行しないときは、第１項の契約保証金を売

払人に帰属させることができる。 
 
（代金の支払い） 

第５条 買受人は、売買代金のうち前条第１項に規定する契約保証金を除いた金＊＊万＊＊

円を、売払人の発行する納入通知書により、令和＊＊年＊＊月＊＊日までに売払人に支払

わなければならない。 
 
（遅延損害金の徴収） 

第６条 買受人は、売買代金を売払人の指定する納付期日までに支払わなかったときは、そ

の期日の翌日から完納の日までの日数に応じ、売買代金の額に年 8.7％（法人の場合 2.5％）

の割合を乗じて計算した金額に相当する額を、遅延損害金として売払人に支払うものとす

る。 

 
（所有権の移転） 

第７条 売買物件の所有権は、買受人が売買代金を完納したときに、売払人から買受人に移

転するものとする。 
 
（売買物件の引渡し） 

第８条 売買物件の引渡しは、前条の規定により本売買物件の所有権が移転したときに、引

渡し時の現状有姿にて行われたものとする。 



 
 
（所有権移転登記の請求及び嘱託） 

第９条 買受人は、第７条の規定により本売買物件の所有権が移転した後、速やかに売払人

に対して所有権の移転登記手続を請求するものとし、売払人は、その請求により当該登記

を嘱託して行うものとする。 
２ 買受人は、前項に規定する所有権の移転登記請求に際し、登録免許税相当額の収入印紙

又は現金領収証書を売払人に提出しなければならない。 
３ 売払人は、所有権の移転登記完了後、速やかに買受人に対して登記識別情報通知を交付

するものとし、買受人は当該通知と引き換えに受領書を売払人に提出するものとする。 
 
（用途の制限） 

第１０条 買受人は、本売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２

条第１項に規定する風俗営業及び同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これら

に類する業、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴

力団の事務所並びに無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律第５条に規定す

る観察処分を受けた団体の事務所の用に供してはならない。また、買受人は、本売買物件

がこれらの用に供されることを知りながら、所有権を第三者に移転し又は本売買物件を第

三者に貸してはならない。 
 
（実地調査等） 

第１１条 売払人は、前条に規定する用途の制限に反する利用等に関して、売払人が必要が

あると認めるときは、実地調査を行い、又は買受人に対して利用状況の報告を求め、若し

くは関係資料の提出を求めることができるものとする。 
２ 買受人は、正当な理由なく前項に規定する実地調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又

は報告若しくは関係資料の提出を怠ってはならない。 
 
（危険負担） 

第１２条 この契約の締結の時から本売買物件の引渡しの時までに、本売買物件が、双方の

責めに帰すことのできない事由により滅失又はき損したときであっても、買受人は、その

滅失又はき損を理由として、売払人に対し、履行の追完請求、売買代金の減額請求、損害

賠償請求及び契約の解除をすることができない。この場合において、買受人は、代金の支

払いを拒むことができない。 
 
（契約不適合責任） 

第１３条 この契約の締結後、買受人は、売払人に対し、引渡しを受けた本売買物件につい

て、契約の内容に適合しないこと（地中埋設物、地質、土壌汚染等を含むがこれらに限ら

ない。）を理由とする履行の追完請求、売買代金の減額請求、損害賠償請求及び契約の解除

をすることができない。 
 
（催告による解除） 

第１４条 売払人は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することがで

きる。 
(1) 買受人がこの契約に定める債務を履行しない場合において、売払人が相当の期間を定

めてその履行の催告をしたにもかかわらず、その期間内に履行がないとき。 
(2) 買受人がこの契約に違反した場合において、売払人が相当の期間を定めてその違反を

是正するよう催告したにもかかわらず、その期間内に違反が是正されないとき。 
 
 



 
 
（催告によらない解除） 

第１５条 売払人は、次の各号のいずれかに該当するときは、買受人に何らの催告をするこ

となく直ちにこの契約を解除することができる。 
(1) 買受人の債務の全部の履行が不能であるとき。 
(2) 買受人が債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 
(3) 買受人が債務の一部の履行が不能である場合又は買受人が債務の一部の履行を拒絶

する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみではこの契約の目的を達す

ることができないとき。 
(4) 買受人又はその代理人若しくは使用人が、この契約の締結又は履行に当たり、不正な

行為をしたとき。 
(5) 買受人（買受人が複数人であるときは、そのいずれかの者。以下この号において同じ。）

が次のいずれかに該当するとき。 
ア 役員等（買受人が個人である場合にはその者を、買受人が法人である場合にはそ

の役員その他売買契約を締結する権限を有する者をいう。以下この号において同

じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から

５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であると認められるとき。 
イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定す

る暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認め

られるとき。 
ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしたと認められるとき。 
エ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

と認められるとき。 
オ 役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると

認められるとき。 
 
（違約金等） 

第１６条 買受人は、前２条の規定によりこの契約を解除されたときは、第４条第１項に規

定する契約保証金を違約金として売払人に帰属させるものとする。 
２ 前項の違約金は第１９条に規定する損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 
３ 売払人は、前２条の規定によりこの契約を解除した場合において、これにより買受人に損害

が生じたときであっても、何ら賠償又は補償することを要しない。 

 

（返還金等） 

第１７条 売払人は、第１４条又は第１５条に規定する解除権を行使したときは、買受人が

支払った売買代金から第１９条に規定する損害賠償金を控除した残額を返還する。ただし、

当該返還金には利息を付さない。 

２ 前項本文に規定する場合であっても、売払人は、買受人が負担した契約に要した一切の

費用を負担しない。 

３ 第１項本文に規定する場合であっても、売払人は、買受人が支払った違約金又は売買物

件に支出した必要費、有益費その他一切の費用を償還しない。 

 

（買受人の原状回復義務） 

第１８条 買受人は、売払人が第１４条又は第１５条の規定により解除権を行使したときは、

売払人の指定する期日までに、本売買物件を原状に回復して返還しなければならない。た



 
だし、売払人が原状に復することを要しないと認めるときは、この限りでない。 

２ 買受人は、前項の規定により本売買物件を売払人に返還するときは、売払人の指定する

期日までに、本売買物件の登記名義を売払人とする登記手続に応じなければならない。 

 
（損害賠償） 

第１９条 買受人は、この契約に定める義務を履行しないために売払人に損害を与えたとき

は、その損害に相当する金額を損害賠償金として売払人に支払わなければならない。 
 

（公租公課の費用） 

第２０条 売買物件に対する公租公課は、引渡し日の前日までの原因によるものは売払人が

負担するものとし、引渡し日以後の原因によるものは買受人が負担するものとする。 

 

（契約の費用） 

第２１条 この契約の締結に必要な印紙税及び登記に必要な登録免許税その他のこの契約の

履行に要する費用は、すべて買受人の負担とする。 

 

（暴力団の排除のための協力） 

第２２条 買受人は、この契約の履行に当たって暴力団員等による不当な行為を受けたとき

は、売払人に報告するとともに、管轄警察署への通報その他の暴力団の排除のために必要

な協力を行わなければならない。 

 
（裁判管轄） 

第２３条 この契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、本売買物件を管轄

する地方裁判所をもって第一審の合意による専属的管轄裁判所とする。 
 
（疑義の決定） 

第２４条 この契約に疑義を生じたとき又は定めのない事項については、売払人と買受人と

が協議して決定するものとする。 

 



 
 
 
 
 この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、両者記名押印のうえ各自その一通を保

有する。 
 
 

  令和＊＊年＊＊月＊＊日 

 

 

 

          （売払人）  浜松市中央区元城町１０３番地の２ 

                 浜松市 

 

                 代表者 浜松市長 中野 祐介   ㊞ 

 

 

 

          （買受人）  （住所又は所在地） 

 

                 （氏名又は名称）          ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
別紙「物件明細書」 【記載例】 

 
１ 所在 

土地の所在・地番 地目 登記簿地積 実測地積 備考 

浜松市＊＊番＊＊ 宅地 ＊＊㎡ ＊＊㎡ 全筆 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
別紙「特記事項」 【記載例】 

 

１ 本売買物件の近隣土地所有者及びその所有権等を取得した第三者が、将来建築基準法等

並びに管轄官庁の行政指導に適合する範囲内において建築物を建築することにより、日照･ 

通風･眺望等環境が変化する場合があること。 

２ 本売買物件の周辺環境ならびに近隣関係は変化する場合があること。 

３ 本売買物件に付属する門･塀･地中埋設物等その他の付属物がある場合は、本売買物件引

渡し時より買受人に帰属すること。  

４ 本売買物件は土壌調査を行っていないため、土壌汚染の存否については不明であること。 

５ 本売買物件は地中埋設物調査、地質調査、土壌汚染調査を行っていないため、それに伴

い発生する費用は、すべて買受人の負担となること。 

６  20○○年＊月＊日の現地目視調査による越境については以下の通りであること。 

(1) 本売買物件の樹木の枝葉が、本売買物件北側隣接地(地番:＊番＊)へ越境しているこ

と。 

(2) 本売買物件北側、西側および中央上空を、電線が通過していること。また、本売買物

件と各隣接地との境界確認が未了の箇所があるため、未了の箇所については、今後境界

確認がなされた場合、上記の状況と相違が生じる場合があり、また新たに越境等が判明

する場合があること。 

７ 20○○年＊月＊日の現地目視調査によると、本売買物件土地内には、ゴミ、石、ガラ等

の残置物があり、当該残置物撤去の際には、別途費用が生じること(買受人負担)。 

８ 20○○年＊月＊日の現地目視調査によると、本売買物件土地内には側溝および排水管が

埋設されているため撤去の際には、別途費用が生じること(買受人負担)。 

９ 本売買物件土地内に電柱が○本存在すること。  


